
⽣活便利相談サービス利⽤規約  

 「⽣活便利相談サービス」（以下「本サービス」といいます）は、株式会社 Invincible が提供するサービスであり、別途弊社が定める条

件を満たす So-net 会員の⽅（以下「会員」といいます）がご利⽤いただけるサービスです。  

本サービスをご利⽤いただく⽅は、「⽣活便利相談サービス利⽤規約」（以下「本規約」といいます）を必ずお読みの上、ご同意くださ

い。  

   

第１章 総則  

  

第１条（定義）  

 本規約における⽤語を次のとおり定義します。  

（１） 「契約者」とは、本規約に同意のうえ、本サービスを利⽤する資格を有する会員をいいます。  

（２） 「利⽤資格者」とは、契約者の有する本サービスの利⽤資格に基づいて、本サービスを利⽤することができる契約者と同居して

いる親族をいいます。  

（３） 「接続サービス」とは、弊社が提供する各種インターネット接続サービスのうち、別途弊社が定めるものをいいます。  

（４） 「家事代⾏優待サービス」とは、弊社が、契約者または利⽤資格者に対して、「家事おてつだいサービス」と称する家事代⾏サ

ービスを提供する提携業者（株式会社ダスキンまたはその提携業者をいいます。以下同じ 

とします）を紹介し、⼀定の割引価格にて当該サービスの提供を受けることのできるサービスをいいます。  

（５） 「電話⽣活相談サービス」とは、弊社が、契約者または利⽤資格者からの電話による、税務、社会保険、年⾦または住宅等

に関する相談に対して、当該相談における専⾨家に取り次ぎ、当該専⾨家による⼀般的な情報提供を⾏うサービスをいいま

す。  

（６） 「トラブル対策費⽤給付サービス」とは、第１６条第１項に定める原因に基づき契約者に損害が⽣じた場合（以下「保険

⾦請求事由」といいます）、保険契約者を弊社、被保険者を同条第２項に定める者とする賠償責任保険契約に基づき、

弊社が当該契約を締結する引受保険会社（次号にて定義します）から⼀定額の保険⾦が⽀払われるサービスをいいます。  

（７） 「引受保険会社」とは、トラブル対策費⽤給付サービスにおける賠償責任保険契約に基づき保険⾦を⽀払う会社をいいま

す。なお、現在の引受保険会社は、損害保険ジャパン⽇本興亜株式会社です。  

（８） 「サービス利⽤期間」とは、本サービスの利⽤開始⽇を応当⽇とする１年間単位の期間のことをいいます。  

（９） 「本サービスの利⽤契約」とは、本規約に基づき、弊社から本サービスの提供を受けるために弊社と契約者との間で締結される

契約をいいます。  

（１０） 「消費税等相当額」とは、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）および同法に関する法令の規定に基づき課税される

消費税の額並びに地⽅税法（昭和 25 年法律第 226 号）および同法に関する法令の規定に基づき課税される地⽅消

費税の額をいいます。  

  
第２条（本サービス）  

１．本サービスは、家事代⾏優待サービス、専⾨家による電話⽣活相談サービスおよびトラブル対策費⽤給付サービスから構成されます。  

  

２．本サービスは、接続サービスのオプションサービスであり、契約者および利⽤資格者のみが利⽤できるサービスです。  



  

第３条（本規約）  

１．契約者は、本規約並びに弊社が別途定める本則および各個別規定からなるその他本サービスに関する諸規定（以下「会員規

約等」といいます）に従って本サービスを利⽤するものとし、利⽤資格者に会員規約等を遵守させるものとします。  

２．本規約に定める内容と会員規約等に定める内容が異なる場合には、本規約に定める内容が優先して適⽤されるものとします。  

   

第２章 本サービスの利⽤  

  

第４条（利⽤条件）  

本サービスの契約者は、以下に定める者のみとします。  

（１） 弊社との間で接続サービスの利⽤契約を締結していること（個⼈に限ります）。  

（２） 本サービスの利⽤開始時までに接続サービス回線が開通（接続サービス毎に会員規約等に定める「サービス利⽤開始⽇」に

該当することをいいます。以下同じとします）していること。  

（３） 会員本⼈であること（ファミリー会員を除きます）。  

  

第５条（利⽤契約の成⽴）  

１．本サービスの利⽤契約は、本サービスの利⽤を希望する会員が本規約および会員規約等に同意のうえ、弊社が別途定める⼿続に

従って本サービスへ申込みを⾏い、弊社が当該申込みを承諾した時点（以下「契約成⽴⽇」といいます）をもって成⽴するものとしま

す。  

２．前項の定めにかかわらず、弊社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、本サービスの申込みを承諾しないことがあります。  

（１） 申込者が法⼈である場合。  

（２） 申込者が本サービスの利⽤料⾦、弊社が提供する他のサービスの利⽤料⾦もしくは⼯事に関する費⽤（以下「利⽤料⾦

等」といいます）の⽀払いを現に怠り、または怠るおそれがある場合。  

（３） 過去に弊社が提供する他のサービスの利⽤料⾦等の⽀払いを遅延し、または⽀払いをしなかった場合。（５）その他弊社
が適当でないと合理的に判断する場合。  

３．第１項の定めにかかわらず、本サービスの利⽤を希望する者が接続サービスの申込みと同時に本サービスの申込みを⾏った場合にお

いて、接続サービスの利⽤契約が成⽴しなかったときは、本サービスの利⽤契約は成⽴しなかったものとみなします。  

  

第６条（本サービスの利⽤期間）  

本サービスの利⽤期間は、弊社が本サービスの利⽤開始⽇として通知した⽇（以下「利⽤開始⽇」といいます）から第１９条に定

める解約⽇または第２０条に定める解除⽇までとします。  

  

第７条（登録情報の変更）  

１．契約者は、弊社に届け出ている住所または連絡先等に変更があるときは、弊社所定の⽅法により、速やかに弊社に届け出るものとし

ます。  

２．弊社は、前項の届出があったときは、契約者に対し、当該届出内容の事実を証明する書類の提⽰を求めることがあります。  



３．弊社は、契約者が第１項の届出を怠ったことによって契約者または利⽤資格者に⽣じた損害については、⼀切責任を負いません。  

  

第８条（利⽤料⾦）  

１．契約者は、本サービスの⽉額の基本利⽤料⾦（以下「⽉額利⽤料⾦」といいます）として、弊社が別途定める⾦額および消費税

等相当額を、弊社が別途定める⽅法にて⽀払うものとします。  

２．⽉額利⽤料⾦は、⽉毎に定められるものとし、利⽤開始⽇の属する⽉から発⽣するものとします。なお、利⽤開始⽇が、当該⽉の中

途であった場合でも、当該⽉における⽉額利⽤料⾦の⽇割計算は⾏わないものとします。  

３．弊社は、契約者に対して、代⾦回収業者を通じて⽉額利⽤料⾦を請求することができるものとします。  

４．契約者は、⽉額利⽤料⾦の⽀払いを遅延したときは、遅延した⾦額について⽀払期⽇の翌⽇から⽀払済みに⾄るまで年１４．

６％の割合による遅延損害⾦を弊社に⽀払うものとします。  

  

   

第３章 家事代⾏優待サービス  

  

第９条（家事代⾏優待サービスの内容）  

１．家事代⾏優待サービスにおける「家事おてつだいサービス」の詳細については、原則として、提携業者の規約等が適⽤されるものとし、

当該規約に定める内容と本規約および会員規約等に定める内容が異なる場合には、本規約および会員規約等に定める内容が優

先して適⽤されるものとします。  

２．家事代⾏優待サービスのサービス利⽤期間における家事代⾏サービスの利⽤時間（次条に基づく提携業者以外の業者が実施し

た時間も含みます。以下同じとします）が、累計１０時間までの利⽤については、提携業者が提⽰する料⾦の３０％相当額（１

円未満四捨五⼊、以下同じとします）を、累計１０時間を超える利⽤については、提携業者が提⽰する料⾦の５％相当額を、

提携業者にて当該料⾦から差し引くものとします。  

  

第１０条（家事代⾏優待サービスを提供できない場合）  

１．弊社は、気象状況または交通事情その他の事由によっては、家事代⾏優待サービスの提供に遅れが⽣じ、または家事代⾏優待サー

ビスを提供することができない場合があります。この場合には、契約者または利⽤資格者は、⾃ら提携業者以外の業者を⼿配すること

ができるものとします。  

２．前項の場合において、契約者または利⽤資格者は、⾃ら⼿配した提携業者以外の業者に対して⽀払った費⽤の⼀部について、提

携業者に対して⽀払いを求めることができるものとします。  

３．契約者は、提携業者に対して費⽤の⽀払を求めるときは、弊社所定の請求書、領収書および費⽤明細を弊社が別に定める窓⼝ま

で送付するものとします。  

４．第２項に基づき提携業者が契約者に対して⽀払う費⽤は、家事代⾏優待サービスのサービス利⽤期間における家事代⾏サービス

の利⽤時間が累計１０時間までの利⽤に対しては、契約者または利⽤資格者が⽀払った費⽤の３０％相当額または１時間あた

り２，０００円を上限額としたいずれか低い額とします。また、当該利⽤時間が累計１０時間を超える利⽤に対しては、当該費⽤

の５％相当額または１時間あたり３００円を上限額としたいずれか低い額とします。  

５．前３項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、提携業者は、費⽤を⽀払いません。  



（１） 弊社が家事代⾏優待サービスを提供することができなかった⽇から９０⽇以内に申請書および領収書の提出がないとき。  

（２） 申請書の内容に不備または誤記もしくは記載漏れがあり、弊社が指定した期間内に補正されないとき。  

（３） 契約者または利⽤資格者が虚偽の説明または書類の提出をしたとき  

（４） 本規約に基づき契約者または利⽤資格者が負担することとされている費⽤の⽀払を求めるとき。  

６．提携業者による費⽤の⽀払後、前項各号に該当することが判明したときは、契約者は、提携業者に対し、直ちに受領した⾦銭を

返還しなければなりません。  

   

第４章 電話⽣活相談サービス  

  

第１１条（電話⽣活相談サービスの内容）  

専⾨家による電話相談サービスの詳細については、次の各号に定めるとおりとします。  

（１） 税務相談サービス︓  

  さまざまな税務の相談に対して、税理⼠が電話で適切なアドバイスを⾏うもの。  

（２） 社会保険相談サービス︓  

  さまざまな社会保険に関する相談に対して、専⾨家が電話で適切なアドバイスを⾏うもの。  

（３） 年⾦相談サービス︓  

  さまざまな年⾦に関する相談に対して、専⾨家が電話で適切なアドバイスを⾏うもの。（４）住宅相談サービス︓  

住まいの維持管理やリフォームなど、住まいに関するさまざまな相談に対して、専⾨家が電話で適切なアドバイスを⾏うもの。  

   

第１２条（電話⽣活相談サービスの提供を⾏わない場合）委託会社は、次のいずれかに該当する場合（該当するおそれのある場合も

含みます）は電話⽣活相談サービスの提供を⾏いません。  

（１）公序良俗に反する⾏為を⾏った場合。  

（２）法令に違反する⾏為を⾏った場合。  

（３）第三者（弊社を含みます）に不利益を与える⾏為（誹謗・中傷する⾏為、名誉・信⽤を傷つける⾏為のほか、迷惑⾏為を含

みます）を⾏った場合。  

（４）営利を⽬的（商業⽬的）として電話⽣活相談サービスを利⽤する場合。  

（５）弊社が、著しく利⽤頻度が⾼いまたは意図的な利⽤と合理的に判断した場合。  

（６）その他弊社が不適切と合理的に判断した場合。  

   

第５章 トラブル対応費⽤給付サービス  

  

第１３条（トラブル対応費⽤給付サービス）  

１．引受保険会社は、被保険者（保険の対象となる⽅）が偶然な事故により他⼈にケガを負わせたり、他⼈の財物を壊したりしたこと

等によって法律上の賠償責任を負担することによって被る損害に対して保険⾦を⽀払います。  

２．引受保険会社が⽀払う保険⾦額の上限は、１事故あたり３０万円を限度とします。  

３．引受保険会社が⽀払うべき⾦額は、次の算式によって得られた額とします。ただし、前項の保険⾦額を上限とします。  



第１項に基づく損害賠償⾦の額 － １万円(⾃⼰負担額)   

  

第１４条（保険⾦の請求等）  

１．契約者は、保険⾦請求事由が⽣じたときは、速やかに「損保ジャパン 事故サポートセンター」へ報告するものとします。  

２．引受保険会社は、前項の報告を受けたときは、契約者に対し、引受保険会社所定の保険⾦請求書（以下「保険⾦請求書」とい

います）および引受保険会社が別途指定する書類（以下「必要書類」といいます）に関する通知を送付するものとします。  

３．契約者は、前項の通知を受けた⽇後速やかに、保険⾦請求書および必要書類を引受保険会社に送付するものとします。  

第１５条（保険⾦の⽀払いについて）  

１．引受保険会社は、前条の規定により保険⾦請求書および必要書類の提出を受けたときは、その内容を確認し、保険⾦の給付の

可否を決定するものとします。  

２．引受保険会社は、前項の審査の結果、保険⾦を⽀払うと決定したときは、契約者の指定する契約者名義の⾦融機関 

（⽇本国内に限ります）への⼝座振込の⽅法により⽀払うものとします。  

３．引受保険会社は、第１項の審査において必要があると認めるときは、契約者に対し、請求の内容について説明を求め、または別途

必要な書類の提出を求めることがあります。  

  

第１６条（保険⾦を⽀払う場合）  

１．引受保険会社は、⽇本国内および⽇本国外において住宅（※）の所有・使⽤・管理または被保険者の⽇常⽣活（住宅以外の

不動産の所有、使⽤または管理を除きます）に起因する偶然な事故により、他⼈にケガを負わせたり、他⼈の財物を壊したりしたこと

等によって、法律上の損害賠償責任を負った場合に、損害賠償⾦および費⽤（訴訟費⽤等）の合計⾦額をお⽀払いします。  

（※）被保険者本⼈の居住の⽤に供される住宅をいい、別荘等⼀時的に居住の⽤に供される住宅を含みます。また、この住

宅の敷地内の動産および不動産を含みます。  

２．被保険者は、①契約者本⼈、②契約者の配偶者、③契約者または配偶者と⽣計を共にする同居の親族、④契約者または配偶

者と⽣計を共にする別居の未婚の⼦、⑤契約者の親権者またはその他の法定の監督義務者（ただし、契約者本⼈が未成年であっ

て、契約者本⼈に関する事故に限ります）となります。被保険者の続柄は、損害の原因となった事故発⽣時におけるものをいいま

す。  

３．他の保険契約等から保険⾦が⽀払われた場合は、損害の額から、他の保険契約等から⽀払われた保険⾦の合計額を差し引いて

⽀払うものとします。  

  

第１７条（保険⾦を⽀払わない主な場合）引受保険会社は、次に掲げる事由によって⽣じた損害またはケガに対しては、保険⾦を⽀

払いません。詳細は引受保険会社の普通保険約款および特約の規定に基づきます。  

（１） 被保険者の故意。  

（２） 地震、噴⽕、洪⽔、津波またはこれらに類似の⾃然変象に起因する賠償責任。  

（３） 被保険者が所有、使⽤または管理する財物の損壊について、その財物に対し正当な権利を有する⽅に対して負担する賠償

責任。  

（４） 被保険者と世帯を同じくする親族に対する賠償責任。  

（５） 被保険者と他⼈との間の約定によって加重された賠償責任。  



（６） ⾃動⾞の所有、使⽤または管理に起因する賠償責任。  

   

第６章 本サービスの提供の中⽌・終了  

第１８条（本サービスの提供の中⽌）  

弊社は、次の各号のいずれかに該当する場合は、本サービスの提供（提携業者による家事代⾏サービスの提供および引受保険会社

による保険⾦の⽀払いを含みます）を⾏いません。  

（１） 保険⾦を請求する時点または保険⾦請求事由の発⽣時点で、本サービスの利⽤契約が成⽴していない場合。   

（２） 保険⾦を請求する時点で、本サービスの利⽤契約が解約または解除されている場合。  

（３） 第４条に定める本サービスの利⽤条件を満たさない場合。  

（４） 第１５条第３項の規定により説明もしくは書類の提出を求められた契約者が正当な理由がなく当該説明もしくは書類の提出
を拒み、または虚偽の説明もしくは書類の提出をした場合。  

（５） 契約者が接続サービスを解約しまたは解除され、当該接続サービスの利⽤資格を失った場合。  

  

第１９条（解約）  

１．契約者は、弊社が別途定める⼿続に従い、本サービスの利⽤契約を解約することができます。  

２．本サービスの利⽤契約の解約は、契約者が解約の申込みを⾏った⽇が属する⽉の末⽇をもって成⽴するものとします。  

３．前２項の定めにかかわらず、契約者が接続サービスを解約し、当該接続サービスの利⽤資格を失った場合、本サー 

ビスの利⽤契約は、当該接続サービスの利⽤資格を失った⽇が属する⽉の末⽇をもって解約されるものとします。  

  

第２０条（解除）  

１．弊社は、契約者が次の各号のいずれかに該当する場合、事前に通知することなく、直ちに本サービスの利⽤契約を将来に向かって解

除することができるものとします。  

（１） 第１８条に該当する場合。  

（２） 本サービスの利⽤契約締結の際、契約者が、申込書（弊社に本サービスの利⽤契約の申込みをするために提出する書類を

いい、申込みに必要な内容を記載した付属書類がある場合はこれらの書類を含みます）の記載事項 

について、故意または重⼤な過失によって事実を告げなかった場合、または事実と異なることを告げた場合。  

（３） 契約者または利⽤資格者が保険⾦を詐取する⽬的もしくは他⼈に保険⾦を詐取させる⽬的で、保険⾦の請求事由を⽣じ

させ、または⽣じさせようとした場合。  

（４） 保険⾦の請求に関し、契約者または利⽤資格者に詐欺または脅迫⾏為があった場合。  

（５） 契約者または利⽤資格者が本規約または会員規約等に違反した場合。  

２．前項の規定により本サービスの利⽤契約が解除された場合、トラブル対応費⽤給付サービスにかかる保険⾦が⽀払われません。この

場合において、すでに引受保険会社が保険⾦を⽀払っていたときは、契約者は、弊社または引受保険会社に対し、受領した保険⾦

を直ちに返還しなければなりません。  

３．第１項の解除⽇が当該⽉の中途であった場合でも、当該⽉における⽉額利⽤料⾦の⽇割計算は⾏わないものとします。  

  

  

  



第７章 雑則  

  

第２１条（サービスの適⽤地域）  

 本サービスは、⽇本国内でのみ適⽤されます。  

  

第２２条（第三者への委託）弊社は、本規約に基づく弊社の業務の全部または⼀部を第三者に委託して⾏わせることができるものとし

ます。  

  

第２３条（本サービスの利⽤にあたっての注意事項）  

１．契約者または利⽤資格者は、本サービスの利⽤にあたり、本サービスの提供に必要な契約者または利⽤資格者に関する情報を、弊

社が提携業者、電話⽣活相談サービスにおける専⾨家または引受保険会社に通知することをあらかじめ承諾するものとします。  

２．契約者または利⽤資格者は、本サービスを利⽤する際は、必ず事前に弊社の指定する「⽣活便利相談サービス」のサービス受付窓

⼝まで連絡するものとします。  

３．戦争、地震・噴⽕またはこれらによる津波などの災害時には、本サービスをご利⽤いただけないことがあります。  

  
第２４条（反社会的勢⼒の排除）  

１． 契約者または利⽤資格者は、弊社に対し、本サービスの利⽤契約の締結時点において、⾃⼰または⾃⼰の親族が反社会的勢⼒

に該当しないことを表明し、かつ本サービスの利⽤期間中該当しないことを保証するものとします。なお、本条において「反社会的勢

⼒」とは、暴⼒団員による不当な⾏為の防⽌等に関する法律（以下「暴対法」といいます）第２条第２号に定義される暴⼒団、

暴対法第２条第６号に定義される暴⼒団員、暴⼒団員でなくなった⽇から５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関

係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、政治活動標榜ゴロ、特殊知能暴⼒集団、暴⼒団密接関係者及びその他の暴⼒的な要

求⾏為若しくは法的な責任を超えた不当要求を⾏う集団⼜は個⼈をいいます。  

２． 契約者または利⽤資格者は、⾃ら⼜は第三者を利⽤して以下の各号に該当する⾏為を⾏わないことを、弊社に対し、保証するもの

とします。  

(1) 暴⼒的な要求⾏為。  

(2) 法的な責任を超えた不当な要求⾏為。  

(3) 脅迫的な⾔動をし、⼜は暴⼒を⽤いる⾏為。  

(4) ⾵説を流布し、偽計⼜は威⼒を⽤いて他⽅当事者の信⽤を棄損し、⼜は他⽅当事者の業務を妨害する⾏為。  

(5) その他前各号に準ずる⾏為。  

３． 弊社は、契約者または利⽤資格者が前２項の表明・保証に違反した場合には、かかる事由が⽣じた時点以降いつ何 

時においても、何らの催告を要することなく、本サービスの利⽤契約の全部または⼀部を解除できるものとします。  

４． 弊社が、前項の規定に基づき本サービスの利⽤契約の全部または⼀部を解除したことに起因して契約者または利⽤資格者に損害

が⽣じた場合であっても、何らこれを賠償ないし補償することを要しないものとします。なお、傷害補償サービスにおいて、すでに引受

保険会社が保険⾦を⽀払っていたときは、契約者は、引受保険会社に対し、受領した保険⾦を直ちに返還しなければなりません。  

５． 契約者は、本条第３項に定めるいずれかの場合に該当したときは、弊社の請求により、契約者に対する⼀切の債務につき期限の利

益を失い、直ちにこれを弁済するものとします。  



  

第２５条（免責）  

１． 弊社は、本サービスの内容について、その完全性、正確性、確実性、有⽤性等につき、いかなる保証も⾏わないものとし、本サービス

の利⽤により⽣じた結果に対する⼀切の責任は契約者が負うものとします。  

２． 本サービスの利⽤に関して契約者または利⽤資格者と提携業者、電話⽣活相談サービスにおける専⾨家または第三者との間で発

⽣した⼀切の紛争は、契約者と提携業者、電話⽣活相談サービスにおける専⾨家または第三者との間で解決するものとし、弊社

は、当該紛争に関して⼀切責任を負いません。  

  

第２６条（責任の制限）  

１．本サービスの提供に関し、弊社の責めに帰すべき事由により契約者に損害が⽣じた場合には、契約者から受領する⽉額利⽤料⾦を

上限とし、弊社はこれを賠償するものとします。  

２．前項の定めにかかわらず、いかなる場合においても弊社は、本サービスの提供に関し、以下に定める契約者に⽣じた損害については⼀

切責任を負いません。  

(1) 弊社の責めに帰することができない事由から⽣じた損害。  

(2) 弊社の予⾒の有無にかかわらず、特別の事情から⽣じた損害。  

(3) 逸失利益（情報の消失、毀損等による損害を含みます）。  

３．弊社の故意⼜は重⼤な過失により契約者に損害が⽣じた場合には、前２項の規定は適⽤しません。ただし、契約者が法⼈および

個⼈事業主の場合にはこの限りではありません。  

  

附則︓この規約は２０１５年 12 ⽉ 1 ⽇から実施します。  

附則︓この規約は２０１６年７⽉ 1 ⽇から実施します。附則︓この規約は２０１８年４⽉ 1 ⽇

から実施します。附則︓この規約は２０２０年４⽉１⽇から実施します。  

  

  

  

  

  

  

  
  

  

  



⽣活便利相談サービス 重要事項 (※特定商取引法に基づく表⽰）  
  

ご利⽤にあたっては、本書に記載の事項及びサービスの解除に関する事項をよくお読みください。  

  
(1) サービス名  

「⽣活便利相談サービス」  

  

(2) サービスの種類  

税務、社会保険、年⾦または住宅に関する相談が受けられる「電話⽣活相談サービス」、家事代⾏を割引料⾦で受けられる「家事代⾏

優待サービス」、および賠償責任保険が適⽤される「トラブル対応費⽤給付サービス」がセットになったサービス。  

 ※「交通傷害補償サービス」に関する詳細については、別途 Web サイト  

(https://www.nuro.jp/r/option/soudan)に記載しておりますので必ず内容をご確認ください。  

・電話相談は、1 回につき最⼤ 30 分です。  

・電話相談の受付は、10:00〜17:00 です。（⼟⽇祝⽇、12 ⽉ 31 ⽇〜1 ⽉３⽇を除く）  

・家事代⾏優待サービスにおける家事代⾏は、1 回につき最⼤ 2 時間までです。  

・家事代⾏優待サービスにおける家事代⾏は、スタッフ 1 名で伺います。男性のみでご在宅の場合は、2 名で伺います。その場合、対応

時間は 1 時間となります。  

・家事代⾏優待サービスにおける家事代⾏は、年間 10 時間まで、弊社の提携業者が提⽰する料⾦の３０％割引にてご利⽤いただけ

ます。年間 10 時間を超える利⽤に関しては、当該料⾦の５％割引となります。  

・家事代⾏優待サービスにおける家事代⾏をご利⽤される場合は、サービスカーの駐⾞スペースのご⽤意をお願いします。駐⾞できない場

合は、有料駐⾞場を利⽤させていただきます。その場合、お客さまに駐⾞料⾦をご負担いただきます。  

・家事代⾏優待サービスにおける家事代⾏にかかる料⾦のお⽀払いは、株式会社 Invincible が委託する業者が送付する払込票にて⾏

っていただきます。  

・トラブル対応費⽤給付サービスにおける保険⾦の上限は、1 事故あたり 30 万円を限度とします。  

・トラブル対応費⽤給付サービスにおける保険⾦の請求に関する受付は、受付時間︓全⽇ 10:00〜17:00（12 ⽉ 31 ⽇ 

〜1 ⽉ 3 ⽇を除く）  

・各サービスの詳細は「So-net くらしの相談」Web サイトにてご確認いただくか、または弊社販売担当者までお問い合わせください。  

  
(3) ご利⽤料⾦  

⽉額基本料⾦︓550 円(税込)  

家事代⾏優待サービスをご利⽤の場合は、これに加え、家事代⾏料⾦が発⽣します。  

「⽣活便利相談サービス」のご利⽤には、弊社指定のインターネット接続サービスのご契約が必要です。  

  

(4) ご利⽤料⾦のお⽀払の時期及び⽅法  

⽀払⽅法︓⽉額基本料⾦は以下のうちいずれかの⽅法にてお⽀払いください。  



１.弊社が定めるクレジット会社のクレジットカードによる⽀払い  

２.その他弊社が定める⽀払⽅法 ※  

※ お申込⽅法によっては、クレジットカードのみの受付となる場合があります。  

  ⽀払時期︓各⽀払⽅法に定める時期によります。  

  

(5) サービスの提供時期お客さまからの利⽤申込みに基づき、弊社の申込み処理⼿続きが完了した後、弊社がサービスの利⽤開始⽇

として通知した⽇からご利⽤いただけます。  

  

(6) サービス提供事業者の名称、住所および代表者⽒名  

名    称   株式会社 Invincible 

住   所   東京都豊島区池袋 2-36-1 2 階 

代表者⽒名  有賀 裕之 

  

(7) 契約不適合がある場合の弊社の責任について上記サービスの提供に関し、弊社が負う損害賠償責任は、お客さまから受領する⽉

額利⽤料⾦を上限とし、弊社はこれを賠償するものとします。ただし、 弊社の故意⼜は重⼤な過失によりお客さまに損害が⽣じた場

合には、この限りではありません（お客さまが法⼈および個⼈事業主の場合を除く）。  

  

(8) 契約の解除について以下に記載の「サービスの解除に関する事項」をご確認ください。なお、サービスに関する利⽤契約の解約⼜は

解除に関する書⾯のご提出は、以下に記載の「契約解除書⾯の送付先」にご連絡願います。   

※ 契約の解除に関する書⾯には、「⽣活便利相談サービス 契約解除」と記載いただき、住所、電話番号及び契約者⽒名(いずれも

このサービスの利⽤申込み時に弊社にご登録いただいた情報)を明記ください。  

  

   

契約解除書⾯の送付先  

宛名 株式会社 Invincible 

住所 〒170-0013 東京都豊島区東池袋 5 丁⽬ 9 番 1 号 

     ※上記住所への書⾯の受付は郵便に限ります。  

    

  



【サービスの解除に関する事項】  

1. この書⾯を受領した⽇から起算して 8 ⽇を経過する⽇までの間は、書⾯にてご連絡いただくことによりこのサービスに関

する利⽤契約の解除を⾏うことができます。  

2. 上記 1 に記載した事項にかかわらず、お客さまが、弊社が特定商取引法第 21 条第 1 項の規定に違反してこのサー

ビスに関する利⽤契約の解除に関する事項につき不実の ことを告げる⾏為をしたことにより誤認をし、⼜は弊社が同条

第 3 項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これらによって当該契約の解除を⾏わなかった場合には、弊社が

交付する当該契約の申込みの撤回等を⾏うことができる旨を記載した同法第 24 条第 1 項ただし書に定める書⾯を

お客さまが受領した⽇から起 算して 8 ⽇を経 

過するまでは、お客さまは、書⾯にてご連絡いただくことにより当該契約の解除を⾏うことができます。  

3. 上記 1、2 に基づくこのサービスに関する利⽤契約の解除は、当該契約の解除に係る書⾯をお客さまが発した時に、そ

の効⼒が⽣じます。  

4. 上記 1、2 に基づくこのサービスに関する利⽤契約の解除があった場合においては、弊社は、その契約の解除に伴う損

害賠償⼜は違約⾦の⽀払を請求いたしません。  

5. 上記 1、2 に基づくこのサービスに関する利⽤契約の解除があった場合には、既に当該契約に基づきサービスが提供さ

れたときにおいても、弊社は当該契約に係る役務の対価その他の⾦銭の⽀払を請求いたしません。  

6. 上記 1、2 に基づくこのサービスに関する利⽤契約の解除があった場合において、弊社が当該契約に関連して⾦銭を
受領しているときは、弊社は、速やかに、その全額を返還いたします。 

7. 上記 1、2 に基づくこのサービスに関する利⽤契約の解除があった場合において、当該契約に係るサービスの提供に伴
いお客さま（特定商取引法第 24 条第 1 項の申込者等を いう。）の⼟地⼜は建物その他の⼯作物の現状が変更
されているときは、お客さまは弊社に対し、その原状回復に必要な措置を無償で講ずることを請求することが できるもの
とします。 

  


